
○ 報酬設定の状況（時給換算額）※事務補助職員の例

○ 平成26年通知を踏まえたフォローアップ調査
速報版で公表した「任用根拠の見直し（特別職非常勤職員から一般職

非常勤職員への移行）」等のほか、今回、

・｢任用根拠の見直し(臨時的任用職員から一般職非常勤職員への移行)｣

・｢空白期間の設定の見直し｣

・｢時間外勤務手当相当額の報酬の支給に関する規定の整備｣

・｢通勤費用相当額の費用弁償の支給に関する規定の整備」

等を公表。

▷ 任用根拠の見直し（臨時的任用職員から一般職非常勤職員への移行）

対応済み ３２.４％ 検討中 ９.８％ 予定なし ５７.９％

▷ 空白期間の設定の見直し

対応済み ５４.３％ 検討中 ６.８％ 予定なし ３８.８％

▷ 時間外勤務手当相当額の報酬の支給に関する規定の整備

対応済み ６６.７％ 検討中 ４.５％ 予定なし ２８.８％

▷ 通勤費用相当額の費用弁償の支給に関する規定の整備

対応済み ６７.４％ 検討中 ７.４％ 予定なし ２５.２％

等

※ 職員数については、数値の精査や熊本地震被災６市町村の数値の

置換注1により、６４３,１３１人に変更（速報版と比べ▲1,594人注2）。
(注1)速報版では前回（24年度）調査の数値を仮置きした数値を、平成28年4月1日現在に更新。

(注2)都道府県・指定都市については変更なく、市区町村に変更があったもの。

特別職非常勤職員 一般職非常勤職員 臨時的任用職員

1,080 円 919 円 845 円

地方公務員の臨時・非常勤職員調査結果(速報版)
からの主な追加公表項目等
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